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はじめに
前稿では､長野県の普通科高校を事例に､普通科の職業教育の展開と変容を考察した｡
そして､1980年代以降の職業教育の導入を ｢就職希望者に応える職業科目の拡充やコー
ス設定ではなく､普通科の構造自体を変えうる試み｣と位置づけた(1)｡本稿は同じく長
野県を事例として､普通科の今を分析､考察したい｡90年代の急速な高校改革とは､｢新
制高校が目指した二つの制度原理の統合の終幕であり､また新たな高校像の出発点｣(2)を
模索する動きであり､普通科の現状もその文脈でとらえることができる｡98年の教課審
答申が提言した様々な改善策も､職業教育の導入 ･拡充に止まらず､普通科自体の枠組
みを見直す契機となっている｡本稿は､とくに教育課程の現状を検討し､改革の方向性
とその課題を考察する試みである｡
1.普通科の変容と流動化-70年代半ばから90年代
普通科への志向が強まった1970年代以降について､我が国全般の教育課程と進路構造
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の軌跡と変容を､長野県の状況と合わせて概括しておきたい｡
(1)高校の多様化施策と普通科
①教育課程の改訂とその方向
高校進学率は74年に90%を超え､量的な完成期に入った｡大学 (短大)進学率も60年
代後半から上昇し､75年にピーク(37.8%)を迎え､普通科志向が強まるきっかけとなっ
た｡その後､オイルショックや大学定員の抑制､専修学校の法制化等を背景に､大学進
学率は80年代半ばまで停滞する｡これにより多様な能力と進路志望の生徒を抱え､学習 ･
生徒指導上の問題､中途退学等の問題が､普通科にも顕在化した｡すでに70年度の学習
指導要領 (以下 ｢要領｣と略称)では､必修単位 ･科目の削減 (男子で17科目最低68単
位を11-12科目47単位)､｢数学一般｣等の基礎的科目の導入､類型の原則設定を ｢必要
により｣設定へと変更していた｡56年度要領に5類型､62年度要領に2類型が例示され
ていたが､生徒の多様な能力 ･適性への対応は類型のみでは難しく､各学校に委ねるに
至った｡しかし現実には､新制高校発足時から進学/就職の2分的な類型が普通科に定
着し(3)､類型の細分化による進路の枠づけが進行していた｡78年度要領は､更に必修単位･
科目を削減 (男子7科目32単位)し､必修単位数の弾力的運用と ｢現代社会｣等の基礎･
基本を重視する総合的科目を設定した｡
80年代は臨教審の自由化路線を受け､高校の多様化 ･個性化が政策課題となった｡89
年度要領は卒業単位を80単位に縮減し､普通教科の選択科目を増加した (8教科43科目
を9教科62科目)｡また､｢その他の教科 ･科目｣の設定や自由選択履修を重視した｡90
年代は中高一貫教育や総合学科などの制度改革､特色ある学科 ･コースや単位制 ･総合
選択制の導入など多様な内部改革が一層推進された｡今回の新要領は､この流れをより
加速化する内容である｡卒業単位の縮減 (74単位)､必履修単位の削減 (31単位)､2単
位科目と選択必修制の導入､｢学校設定教科目｣の自由裁量化などにより､普通科として
の共通項は圧縮され､多様な教育課程が編成可能となる｡こうした背景には､高校教育
の方向転換がある(4)｡｢自ら学び自ら考える｣ことを目指した ｢学び｣の転換､大学への
接続から義務教育との連続性の重視､進路選択の態度 ･能力の重視などである｡こうし
た方向転換は､アカデミックな敦科目を核に安定した教育課程を維持してきた普通科に
も､多様化 ･個性化を迫ることになる｡
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(∋長野県の ｢特色ある高校づくり｣施策
高校の多様化 ･個性化政策を受け､長野県も様々な施策に着手してきた(5)｡84-87年
度の ｢魅力ある高校づくり｣施策は､普通科への職業科目の開設､文系 ･理系 ･教養系
など多様な類型の設定などを主眼とした｡さらに､これを継承 ･拡大した ｢特色ある高
校づくり推進事業｣が実施されている｡まず､複数学年に及ぶ多様な選択科目や類型の
導入 ･拡充である｡88年度の28校に始まり年々規模を拡大し､98年度には69校が指定校
になっている｡このうち94年度には ｢コース制の拡充｣施策が独立し､98年度は20校が
指定校となっている｡普通科における ｢職業教育の拡充｣策は88年度の3校から96年度
以降24校に拡大し､とくに情報処理教育の拡充指定校は93年度に29校となった｡後述す
る普通科の専門科目の開設状況はこうした施策を背景としている｡また､｢特色ある学科･
学校の新設｣がある｡理数科､英語科などの新たな学科が次々と普通科高校に設置され､単
位制高校も発足した｡96年度には総合学科の開設が検討され､2000年度に発足した｡こ
のほか､94年度から ｢学校間連携による単位の修得｣や ｢個性ある高校づくり連絡協議
会｣などが図られてきた｡
この ｢特色｣事業は生徒募集や地域の活性化とも絡み､普通科の個性化を促進するね
らいがあるが､一方で4年制大学-の進学率向上を目指した ｢学力向上推進事業｣も実
施され､｢多様化｣と ｢進学｣の両面から普通科を再構成する動きと考えられる｡
(2)進路の多様化と普通科の進路構造
停滞していた全国の大学 (短大)進学率も､急増対策による臨時定員増も追い風とな
り､80年代後半から再び上昇した (90年度30.6% (現役)､98年度42.0%)｡同じく横ば
いだった就職率は85年度を境に低下し､98年度は22.7%となっている｡それに対して､
専修学校への進学率は一定の割合 (15-16%台)を維持し､各種学校を含めると20%近
くを占める (98年度19.6%)｡実践的な職能開発や資格取得が進路志向と合致し､ダブル
スクール層や進学断念層を含め､幅広い受け皿となって定着していると言えよう(6)｡つ
まり､卒業後の進学とは ｢必ずしも高等教育機関への進学だけを意味せず､専門学校や
一部の職業訓練機関を含めた『中等後教育』進学をさすようになってきている｣(7)という
ように､就職以外の多様なルートに広がっているのである｡
次に､長野県の普通科の進路状況をみてみよう (図1)｡大学 (短大)進学率は80年～
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90年度まで低下 ･停滞しており､全国と同じ傾向である｡91年度から上昇に転じ､98年
度は47.1%と約半数が進学した｡就職率は､80年度 (30.3%)をピークに徐々に低下し
はじめ､90年代に入ると急減､98年度は11.2%に落ち込んだ｡一方､専修学校等への進
学率(8)は80年代に上昇し､94年度 (42.4%)をピークに低下しているが､98年度は35.9%
と全国平均を大きく上回り､中等後教育機関として､普通科生徒の有力な進学先となっ
ていることがわかる｡
5人に4人が進学するというその ｢進学｣とは､一部の大学をめぐる激しい競争や推
薦入試等の穏やかな競争､専修学校等への非競争的な進学など､就職を含めると多様な
経緯を経た進路構造となっている｡その進路構造も各普通科によって大きく異っている｡
｢過熱した進学競争､緩やかな進学競争､競争によらない進学｣の3つの進学 トラック
(9)と就職とをあわせた進路構造は各 トラックの幅によって異なり､どのトラックに誘導
あるいは志向するかは､普通科の教育内容と密接に関わっている｡したがって､先の
｢特色づくり｣は､各普通科の進路構造の展望と不可分の関係にある｡雇用体系の変容
や若年層の離職率の上昇､高卒者の労働市場の変化を背景として､資格や実学志向の高
まり､生徒の将来展望や職業意識の多様化などがみられるなかで､学力偏差値による画
一的な進路づけが揺らぎ､｢特色づくり｣が多様な進路決定のあり方､尺度を広げる可能
性もある｡
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しかし､そうした可能性には､普通科が存立基盤としてきたアカデミックな教育スタ
イルが対峠している｡旧制度の ｢高等普通教育｣をある意味で継承してきた普通科は､
進路決定や職業選択の意識を抽象化し､多様な進路構造とのズレを埋め難い性格をもつ
からである｡普通科の改革とは､普通科の本質に関わる問題に直面するのである｡
2.長野県における ｢普通科｣の教育課程-その現況 と多様化
ここでは長野県の普通科の現況を､とくに教育課程の面から分析する｡なお､公立全
日制の普通科に限定し､多様化の現況を探るために進学率や就職率を軸に整理したい(10)｡
(1)普通科高校の現況と特質
①普通科設置の経緯と進路構造
99年度現在､全日制106校のうち普通科を設置する高校は68校である｡普通科志向の高
まりによって､一時75%まで上昇した全日制生徒数に占める割合は､90年代の新学科の
設置に伴い､98年度で71.3%となっている｡普通科のみを設置する高校 (普通科単独校)
は42校で､他学科を併置する26校中､農業科併置が4校､工業科5校､商業科5校､家
庭科5校､看護科2校､その他の専門学科は13校である｡その他の専門学科は､理数科
6校､英語科4校､国際教養科､体育科､音楽科が各1校であり､大学進学上位校に理
数 ･英語科が設置されている場合が多い｡
次に､いかなる経緯のなかで今日の設置状況に至ったのか｡表1は､戦後の普通科増
設と他の学科改廃の変遷を年代別に表したものである｡普通科拡大策としての高校 ･学
表 1 新制高校発足以降の普通科高校の学科改廃の変遷
～1950年 1950- 1960- 1970- 1980- 1_990-
普通科新 設 高校新設 1 3 1 3 6学科設置 4 2
学 科廃 止 農業科 5(2) 5(3) 6(5) 2(1)商業科 2(2) 1(1)
家庭科 4(2) 7(5) 2(2)
学 科設 置 工業科 4衛坐看 料 2
その他の学科 12
数値は学校数､カッコ内は廃止によって普通科単独校となった学校数
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科新設は､50年代半ばまでの地域高校(l)新設と､志願者増に対応した80年代の高校新設
が主であり､既存高校への普通科新設は68年までに終結している｡拡大策のもう一つで
ある他学科の廃止と普通科の拡張は､上記の ｢すき間｣を埋める時期に進行した｡50-
70年代に34学科を廃止し､23校の普通科単独校が誕生した｡廃止対象となったのは､永
い歴史と伝統をもつ農業科や家庭科が多かった(12)｡90年代の ｢特色づくり｣推進校にこ
うした高校が多いことは､むしろ単独校化が ｢特色づくり｣を困難にしてきたとも言え
よう｡大学 (4年別)進学率でみても､50%以上ある12校で他学科の廃止経験があるの
は2校にすぎず､10%以下の17校のうち15校が他学科廃止経験校であり､多様な進路構
造とのズレを抱えてきたことがわかる｡
(参設置母体とのつながり
次に､新制高校発足の母体となった旧制中等学校と現在の進路状況との関係をみる(秦
2)｡やはり､旧中学系は大学進学上位校が圧倒的で､就職率はきわめて低い｡ただし､
他の中等学校との統合による場合､大学進学率は低く､就職率 ･専修学校等への進学率
が高い傾向がある(13)｡旧高女系は大学進学率が10-30%台と幅広く､10%以下の就職率
の高校が多いものの10%～40%台に散らばっている｡専修学校等-の進学も30%以上校
が16校にのぼる｡また旧中学系と同様に､異種学校と統合した高校は進学率が低く就職
率が高い傾向にある｡旧実業系の多くは大学進学率が低く就職率が高い｡専修学校等進
学率も10%-40%台と比較的高い｡戦後の新設校では､大学進学率は20%以下が多く､
就職率は分散傾向､専門学校志向も強いことがわかる｡大学進学の面に旧制度の階層構
造との共通性が認められるが､就職や専修学校等進学では､旧中学系を除き､明確な階
層構造とはなっていない｡かつての進学/就職の2分的構造は多様化､流動化している
表2 設置母体と進学率の関係
設置母体 新制高校発足形態 大学 (4年制)進学率 就 職 率 専修学校等進学率50% 30% 10% 10% 40% 30% 10% 10% 40% 30% 10% 10%
以上 以上 以上 以下 以上 以上 以上 以下 以上 以上 以上 以下
旧中学系 単独 9 2 ll 2 9
異種学校と合併 2 2 3 1 1 1 4 3 3 1
旧高等女学校系 単独 .合併 7 6 3 2 3 ll 3 6 7異種学校と合併 0 3 6 1 4 1 2 5 2
戦後新設 1 7 5 3 2 3 5 9 4
合計 12 13 18 22 10 lO ll 34 6 26 20 ll
(数値は学校数､進路等の%は1998年度のデータによった)
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のである｡
(2)教育課程の多様化状況
(訓参得単位数 ･選択科目数
表3は､卒業単位数､選択単位 ･科目数を大学進学率別に整理したものである｡全普
通科が法定単位数(80単位)を上回っているが､大学進学上位校ほど教科学習量が多い｡新
要領は74単位まで卒業単位を縮減するが､大学進学校における進学準備学習の抑制が課
題となろう｡卒業単位に占める選択単位数の割合は､進学率を問わず3割程度であり､
平均18単位である｡学年別では､1年で ｢芸術Ⅰ｣の選択のみが多く､2･3年と増加
しているが単位数は共通している｡1年に8単位､2年で20単位近く､3年で24単位を
充てている普通科もあるが主流ではない｡しかし､選択科目数では進学下位校ほど多く
の選択科目を開設している｡学年別でも科目数は多く､最も多い普通科で1年13科目､
2年23科目､3年38科目である｡専門教科目や多彩な科目を開設し､科目幅を拡大して
いることがわかる｡今後､必修単位の削減と選択必修制の拡大により､一層この選択単位･
科目が拡大し､単位 ･科目数も多様化することが予想される｡
表3 大学 (4年制)進学率別の修得単位数･選択単位数･選択科目数
大学進学率 卒業要件単位数 選択単位数 選択単位数割合 選択科目数1年 2年 3年 1年 2年 3年 合計
50%以上 97.8 2.8 10.3 19.4 33.2% 3.6 9.2 25.6 38.3
30%以上 95.8 2.0 10.3 18.9 32.6% 2.9 8.5 27.5 38.8
10%以上 91.5 2.4 9.2 17.8 32.1% 3.3 10.4 28.4 42,2
10%以下 89.3 2.6 9.2 15.6 30,7% 4.3 12.6 27.8 44.7
単位数はHR･特別活動を除き､選択必修は選択に含む｡数値は各層の平均値｡
②コースの設定
次にコース (あるいは類型)の設定状況である (表4)｡コースなしの高校は24校あり､
普通科全体の37%を占める(14)｡コース ･類型別採用の40校のうち､2年からコース制を
とるのは29校､3年からは3校であり､大学進学上位校に比較的多い｡1年からコース
制をとる普通科も8校あるが､いずれも進学率が低く就職率が高いという共通点がある｡
多様な資質､進路志望に応え､かつ学習意欲や学校への帰属感を維持する方途の一つと
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なっているのではないだろうか｡コースの種類では､進学上位校は文系 ･理系､さらに
大学種別に細分化したコースを設定している｡進学 ･就職ともに中位の普通科は､それ
ぞれに対応可能なコースとなっており､進学率下位 ･就職率上位の場合､文 ･理系以外
のコース設定が多い｡基本的には､進路別コースという ｢機能的期待｣(15)への対応が多
いけれども､就職希望者に対するコースや科目が､現実の職種や職能にどの程度有効に
機能しているかという問題がある｡また卒後の進路に直結しない､生徒の｢即日的期待｣
に応えるコース(16)が､開設科目やその内容面でどの程度内実を伴っているかも重要であ
る｡アカデミックな教科目を基幹とする普通科は､施設 ･設備や教員など外的な制約と
ともに､それ以外の教科日を設定しにくい性格をもつからである｡
表4 進路別にみたコース設定
数は学校数
設定学年とコー ス 大学 (4年制)進学率 就職率
50%以上 30%以上 10%以上 10%以下 40%以上 20%以上 10%以上 10%以下
第3学年から 2 1 0 0 0 0 0 3
第2学年(第3学年別コー ス) 3 6 2 3 2 2 I 9
〟 (第3学年同一コー ス) 5 2 6 2 2 2 0 12
第1学年から 0 0 2 6 2 3 3 0
なし 1 4 8 ll 4 8 2 lO
合計 12 13 18 22 10 15 6 34
二丈､.理系のみ ll ｢/ ら U U U U 24
･理 む 0 2 4 5 2 5 2 0
(勤専門教科 ･科目の開設状況
コースの特徴､特色を打ち出すには､普通教科目以外の科目の活用がひとつの方途と
なる｡まず､専門教科目の開設状況である (表5)｡開設科目数では､大学進学上位ほど
少ない｡しかし､就職率10%以上の普通科では平均7科目開設されており､一定の就職
志望者に対して専門科目を提供しているようである｡教科別では家庭科が最も多く､次
に商業科となっている｡体育科目 (スポーツⅠ･Ⅱ･Ⅲなど)､外国語科目 (総合英語､
時事英語など)は､コースの特徴的科目となっている場合が多い｡また､工業 ･農業料
目は学科併置校の普通科に限られ､施設 ･設備面の制約があることがわかる｡とくに農
業科目はわずかに3校3科目の開設である｡
開設校の多い家庭科科目は､旧高女系の普通科に多く開設されている｡科目別では､
｢食物｣(54校85.9%)､｢保育｣(38校59.4%)､｢被服｣(32校50.0%)の3科目に集中し､
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次いで ｢家庭経営｣(6校)､｢手芸｣(4校)､その他6種類の科目を1-2校で開設して
いる｡商業科は､就職率10%以上の普通科すべてに開設され､科目別では ｢情報処理｣
(38校59.4%)､｢簿記｣(27校42.2%)､｢文書処理｣(21校32.8%)に集中し､｢計算実務｣
(11校)､｢流通経済｣(6校)､｢商業法規｣(4校)と続き､その他6種類の科目が開設
されている｡｢特色づくり｣事業の ｢職業科目の開設拡充｣の影響と思われる｡
現行の学習指導要領では､各専門教科ごとに普通科に適する指定科目があったが､新
要領にはそれがない｡したがって専門科目を自由に開設できるが､外的な条件と合わせ､
開設科目がコースの特色､履修効果に合致するかが重要であろう｡
表5 専門教科･科目の開設状況
大学 (4年制)進学率 就職率
50%以上 30%以上 10%以上 10%以下 40%以上 20%以上 10%以上 10%以下
開設科目の合計数 (平均) 1.3 3.2 5.6 7.5 7.1 7.1 7.4 2.9
家庭科開設割合 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 90.0% 88.9% 100.0% 91.2%
1校あたりの平均科目数 1.2 2.7 2.6 2.2 2.1 2.3 2.2 2.3
商業科開設割合 0.0% 30.8% 94.4% 100.0% 100.0% loo.0% 100.0% 35.3%
家庭科 商業科 : 工業科 農業科 体育科 音楽科 美術科 ･外国諦科
教科別の開設科目のべ数 143 116 13 3 21 4 2 10
④ ｢その他の科目｣の開設状況
現行要領では､｢地域､学校及び生徒の実態､学科の特色等に応じ､特に必要がある場
合｣に､定められた教科以外の教科･科目 (以下 ｢その他の教科目｣)を設け､2単位ま
で法定卒業単位に算入することができる｡ただし､科目名称や単位数､内容等は設置者
が定めるとされた(17)｡新要領は､これを ｢学校設定教科｣､｢学校設定科目｣と改称し､
｢特色ある教育課程の編成に資する｣ために､開設条件を外し開設主体を各学校とした｡
｢特色づくり｣の観点から､普通科でもこの教科目の活用頻度は高くなると考えれる｡
では ｢その他の教科目｣(18)の現状である (表6)｡多彩な科目群だけに､開設教科は
｢その他｣を含め12教科にわたり､じつに73種類の科目がある｡教科別の科目種類では､芸
術科が最も多く､次いで地歴科､福祉科､理科と続く｡開設学校数では､数学科が最も
多く､次いで国語科､地歴科､外国語科と続く｡科目種類でみれば､多様なコースを特
色づける科目として活用されていること､開設学校数では､大学進学の準備学習や補充
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学習に活用されていると考えられる｡この点をさらにくわしくみてみよう｡
｢数学演習｣は最も多く32校で開設しているが､開設高校は大学進学上位と下位に分
かれる｡科目の内容､実態をみる必要はあるが､上位校では進学準備､下位校では進学
希望者の進学準備あるいは補充学習の機会として活用されているのではないだろうか｡
この点は､｢国語演習｣(20校開設)､｢日本史演習｣(14校)､｢世界史演習｣(lo枚)､｢英
語演習｣(17校)なども同様と考えられる｡しかし､アカデミックな教科でも､例えば国
語科の ｢郷土の文学｣や ｢作家研究｣､地歴科の ｢現代文化｣､｢地域研究｣､理科の ｢環
境 (科学)｣､｢実験理科｣など､地域性やコースの特色､より探化した学習など様々なね
らいのもとで活用されている面も見逃せない｡
一方､普通5教科以外の科目は､大学進学下位の高校で開設される傾向がある｡芸術
の ｢硬筆｣(6校開設)､｢総合音楽｣(書道･美術)､｢器楽基礎｣など､商業科の ｢観光｣､
家庭科の ｢生活教養｣､福祉科の ｢社会福祉基礎｣(5校)他の実習 ･演習科目､さらに
｢地域｣(5校)､｢一般教養｣など多彩な科目がある｡これらはコースの特徴的科目とな
り､生徒の興味 ･関心を導き､また社会 ･職業に開かれた科目として活用されていると
考えられる｡各学校の自由裁量に委ねられる今後は､既存の教科目に依存した特色づく
りでは不十分として､この科目を有効に活用し､新鮮さを打ち出す戦略も考えられよう｡
しかし､進学準備-と特化する可能性も否定できない｡｢高等学校教育の目標及びその水
準の維持等に十分配慮する｣という設定条件が､多様化 ･個性化の流れのなかで明確さ
に欠くからである｡
表6 (その他の科目)の開設状況
教科 開設科目種類 大学 (4年制)進学率 開設学校数40%以上 20%以上 10%以上 10%以下
国語科 6 7 7 5 7 22
地歴科 ll 16 8 5 10 20
公民科 6 3 2 2 4 9
数学科 4 10 7 5 15 33
理科 7 5 5 2 6 ll
外国語科 6 5 8 5 a 20
教科 開設科目種類 大学 (4年制)進学率 開設学校数40%以上 20%以上 10%以上 10%以下
⊥ヽ 13 0 0 9 15 13
家'& 3 1 0 1 6 7料 2 0 1 2
福祉科 8 0 0 8 12 5
その他 6 0 0 3 8 9
数値は開設科目ののべ数
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3.地域高校の特色づくり
ここでは､いわゆる地域高校の特色づくりを教育課程に探ってみたい｡地域高校は地
元の強い要請によって創設された高校に多く､地域に密着した教育を目指してきた高校
である｡しかし､通学圏の拡大や産業構造の変化､大学進学志向とともに､地域との結
びつきが弱化し､学習 ･生徒指導上の課題を抱える傾向にある｡今日の ｢特色づくり｣
は､高校の存立基盤を強化するとともに､地域社会の活性化も視野に収めた改善努力と
言えよう｡いくつか事例をとりあげ､その特質をみてみよう｡
飯山照丘高校は2年から3コース制 (進学 ･情報 ･地域社会)である｡2年に8単位､
3年に17単位をコース選択に充てている｡3年ではコース必修科目のほか､各コース指
定の3-5つの科目群から各1科目を選択する｡地域社会コースは､｢地域トⅢ｣を必
修とし､｢地域Ⅰ｣では地域産業､寺巡り､自然観察を､｢地域Ⅱ｣では保健 ･体育理論､
食物 (郷土料理など)､地域実習などを予定している｡
北部高校は2年から4コース (情報 ･スポーツ･クラフト･進学)を設定している｡
情報コースは ｢情報処理｣｢文書処理｣｢総合実践｣など､スポーツコースは ｢スポーツ
Ⅱ･Ⅲ｣｢野外活動｣｢体育理論｣など､クラフトコースは ｢工芸Ⅲ･Ⅲ｣のほか芸術科
目から追加4単位を履修する｡また､3年に ｢一般教養｣を共通必修とし､1･2年必
修 (進学コースは1年のみ)の ｢地域｣では､地域産業や文化 ･歴史の学習､社会人講
師による進路講話などの体験学習を積む｡具体的な活動として乗馬､北国街道歴史館巡
り､リンゴ園農作業､ジャム作り､和太鼓､老人介護､そばうち体験､先輩講話､企業･
専門学校見学などじつに多彩である｡
高遠高校は1年から4コース制 (進学 ･芸術 ･福祉 ･経営)である｡芸術コースは
｢文化史｣｢現代文化｣｢コンピュータ造形｣｢芸術鑑賞｣など､福祉コースは ｢心理学基
礎｣｢社会福祉援助技術｣｢社会福祉制度基礎｣｢老人介護｣などを履修し､特色あるコー
スを鮮明にしている｡
阿南高校も1年から4コース制 (進学文系 ･理系 ･情報 ･福祉)である｡進学コース
は1年から少人数クラスとグレード別授業を採用し､授業外補習 (通常 ･長期休業)と
個別指導､学習合宿､進路先見学などによって積極的に進学希望者をバックアップして
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いる｡福祉コースは､福祉系7科目､｢保育｣､｢レクレーションスポーツ｣を履修するほ
か､2･3年の夏休みに2日間の施設実習や福祉関係者の講話を実施している｡
蘇南高校はコース別は採用していないが､伝統のミックスHRのほか､学科 (普通､
電気､商業)の枠を取り外した科目から自由に選択する点が特徴である｡2年では4-
6科目を配した3つの科目群から計12単位を選択､3年では共通必修は6単位と少なく､
6つの科目群 (計36科目)から各々指定された科目数を選択するという､自由選択を重
視した履修方法である｡
いずれの高校も教育課程や科目内容の工夫によって特色づくりを図っている｡選択科
目･単位数や自由選択枠の拡大などの履修上の工夫､特色あるコース設定と科目の開設､
体験学習や実習､きめ細かな指導などの工夫である｡これらに共通しているのは､アカ
デミックな教科目から専門教科目やその他の科目に重心を移動させ､進路に配慮しつつ
も福祉や地域､芸術､スポーツなど生徒の興味 ･関心に学びの焦点を合わせている点で
あろう｡
4.｢普通科｣改革の課題と可能性
(1)｢普通科｣の行方と ｢高等普通教育｣の内実
長野県の普通科の現況から､およそ3つの教育課程改革の方向が推測できる｡それは､
設立母体や学科改廃の経緯､今日の進路状況とも密接に関連している｡第1は､アカデ
ミックな教科で選択の拡大を図り､大学進学体制を維持 ･強化する普通科である｡ただ
し､生徒の自主性や自由選択を重視する伝統校と､志望校に応じた効率的な選択を重視
する普通科に分けられよう｡第2は､多様な進路志向を包摂しながら大学進学を強化し
ていく普通科である｡コース制の強化と選択の拡大のなかで､進学コースにアカデミッ
クな敦科目を厚く配し､指導体制を強化する｡第3は多様な教育課程である｡多彩なコー
スを早期から導入する､自由選択を中心にする､総合学科あるいは連携型の中高一貫校
に転換するなど､多様な進路構造-の対応と地域との関係の強化による､個性的な教育
課程が考えられよう｡いずれの改革方向もこれまでの普通科の枠組みを弱化させ､学科
自体を流動化させることになろう｡
しかし､いわばこうした拡散的展開は､普通教科目から専門教科目･学校設定教科目
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まで学習内容の幅を拡大し､また､多様なコースや履修上の工夫によって､学習の系統､道
筋をより複雑化させる｡こうした学習内容と系統の拡張のなかに､様々な普通科が散在
することになろう｡問題は普通科の中心とされてきた ｢高等普通教育｣の役割である｡
｢高等普通教育｣は高校教育の目的を表し､義務教育とは区分した高校段階の普通教育
を意味する｡しかし､旧制度下の ｢高等普通教育｣が進学準備教育と同視され､また戦
後においても十分な論議を経ずに目的規定されたことにも由来して(19)､その内実は暖味
にされてきた｡そのため､｢同一の教科･科目でありながらも､進学か非進学かに応じて
-質的にも量的にも異なるものとなった｣(20)というように､すべての高校生に必須の内
容として ｢高等普通教育｣は定置されてこなかったのである｡普通科の流動化が進むな
かで､旧来のアカデミズム的性格を付与された ｢高等普通教育｣を再検討し､それを前
提とした普通科を展望する必要があると考える｡
(2)進路構造と教育課程の間
多様なコース､選択制の拡大のもう一つの問題は卒後の進路との関係である｡戦後､
進学/就職という2分的な進路構造が教育課程の類型の基本となってきた｡確かに今日
の多様な教育課程の創出は､進路構造の変化を背景としているが､この両者の関係の結
びかたに問題が伏在している｡多様な進路構造への教育課程の合理的 ･効率的な対応､
すなわち枠づけは､一見して生徒の進路 ･適性に応じることになると考えられるが､逆
にそうした教育課程こそが生徒を進路に枠付けているという見方がある(21)｡また､進路
構造と切り離した自由選択の拡大が､生徒の興味 ･関心に応じるという目的を離れ､結
果として進路を基準とした選択が主流となっていく傾向もある(22)｡したがって､｢進路指
導｣を織り交ぜた進路構造との緩やかな関係が必要と考える｡3年間の様々な学習 ･体
験を通じて､生徒の自己洞察や進路決定がなされるのであり､学習の選択が選択能力を
高める一つの機会となるからである｡コース ･科目選択-の助言 ･指導はもちろん､生
徒の主体的な選択とそのための ｢ゆとり｣が重要な意味をもつことになるのではないだ
ろうか｡
本稿は､長野県の普通科の現況を概括したにとどまる｡今後は先に示した普通科の方
向性を､教育課程や進路の変遷､改革の経緯や普通科を取り巻く環境の変容を視野に入
れながら､事例研究として進めていきたい｡
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注
(1)拙稿 ｢戦後地方における後期中等教育制度改革の展開 (4)-普通科における職業教育
の変容と課題-｣『清泉女学院短期大学紀要 第18号』1999年､p.650
(2)拙稿 ｢戦後地方における後期中等教育制度改革の展開 (3)一長野県における普通科増
設と質的変化-｣『清泉女学院短期大学紀要 第15号』1997年､p.90
(3)国立教育研究所の ｢高等学校実態調査｣(1953年)によれば､地方によって差はあるもの
の兵庫県では8割近くの普通課程がコースを設け､進学 ･就職 (あるいは家庭)の各コー
スを設定していた｡
(4)教育課程審議会答申 ｢幼稚園､小学校､中学校､高等学校､盲学校､聾学校及び養護学
校の教育課程の基準の改善について｣1998年7月｡
(5)県の施策は長野県教育委員会編 『教育年報』､進学データ等は同 『教育要覧』によった｡
(6)文部省 ｢1997年度専修学校実態調査｣によれば､いわゆるダブルスクールの正規課程在
学者は35,178人で前回調査 (88年度)の6.1倍であり､また進路選択した理由では ｢実践的
な職業能力｣｢興味や関心｣｢公的資格の取得｣が多く､満足度も高い (『内外教育』1999年
6月15日)｡
(7)平塚真樹･児美川孝一郎 ｢高卒後進学構造の変容と中等後教育｣､竹内常-ほか編著 『講
座高校改革5青年期をひらく制度改革』労働旬報社､1995年､p.1030
(8)専修学校専門課程のほか各種学校､各種の職業訓練機関を含んだ進学率である｡
(9)平塚真樹 ･児美川孝一郎､前掲書､pp.145-1460
(10)各普通科のデータは収集できた各学校の ｢学校要覧｣(64校)に依拠した｡進学率､就職
率が算定できない場合､｢県内高校･短大連絡懇談会｣の内部資料によって補足した｡また､
他の学科を併置した高校で､普通科のみのデータが不明の場合は高校全体の数値とした｡
(ll)地域高校の公的な定義はないが､一般に地勢や交通網の面から特殊な地域にある高校で､
地域がその必要を認め設立､維持に関わってきた高校というのが通説である｡
(12)詳しくは拙稿 ｢戦後地方における後期中等教育制度改革の展開 (3)｣を参照｡
(13)こうした高校は､旧設置主体が県立以外 (町村､組合等)であるケースが多い｡
(14)教育課程表に表記されたコースを対象としたが､表記されない実態としてのコースや､
履修指導上のモデルとしてコースが存在する場合もある｡
(15)飯田浩之は ｢生徒の学校に対する期待｣について､｢進路に応じた期待｣､すなわち結果
に対する期待を ｢機能的期待｣､｢興味 ･関心に応じた教育｣-今学びたい内容への期待を
｢即日的期待｣としている (｢学校の 『枠づけ』に対する生徒の志向｣『筑波大学教育学系
西山:地方における後期中等教育制度の今日的課題 (1) 45
論集第22号第2号』1998年､p.23)0
(16)進路別のコースではなく福祉､スポーツなど学習内容を特徴づけたコースをいう｡
(17)設定の実際として､各高校の要望に応じ県教委が設定する､あるいは県教委が例示し各
高校が選択するなどがありうる｡
(18)教育課程表に ｢その他の教科目｣として注記された科目のほか､現行の学習指導要領に
掲げられた科目以外のものをこれに含めた｡
(19)佐々木享 『高校教育論』大月書店､1976年､pp.81-88｡
(20)竹内常- ｢高校教育改革の構図｣､竹内常-ほか編著 『講座高校教育改革1高校教育は
何をめざすのか』労働旬報社､1995年､p.68｡
(21)飯田は､｢コースー進路｣のつながりは高校の社会的機能を支える基本構造の一つであり､
｢その構造に重きをおくことが学校の枠づけの受容につながっている｣と指摘する (前掲
論文､p.32)｡
(22)田中葉は､総合選択制高校を事例分析し､自由な科目選択が次第に ｢進路｣に応じた系
統的 ･効率的履修へと収赦していく経過を詳細に明らかにしている (｢『総合選択制高校』
の科目選択制の変容過程に関する実証的研究｣ 『教育社会学研究第64集』1999年)0
